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１ 作成した財務書類 

財務書類 説明 

貸借対照表 会計年度末の資産保有状況と財源情報を表す財務書類 

行政コスト計算書 
一会計期間の資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純

経常行政コストを表す財務書類 

純資産変動計算書 一会計期間の純資産額の変動状況を表す財務書類 

資金収支計算書 一会計期間の行政活動に伴う資金の流れを表す財務書類 

 ※ 財務書類の作成基準日は平成２５年３月３１日です（ただし，出納整理期間中

の出納は，基準日までに終了したものとして処理しています。）。 

 

２ 対象会計 

範囲 会計 

 

 普通会計 

一般会計（観光施設事業等分を除く。） 市公債特別会計 

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 雇用対策事業特別会計 

土地取得特別会計 基金特別会計（公営事業会計分を除く。） 

  

市全体 

水道事業特別会計 京北地域水道特別会計 

公共下水道事業特別会計 特定環境保全公共下水道特別会計 

自動車運送事業特別会計 中央卸売市場第一市場特別会計 

高速鉄道事業特別会計 中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 

国民健康保険事業特別会計 農業集落排水事業特別会計 

介護保険事業特別会計 土地区画整理事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 駐車場事業特別会計 

地域水道特別会計 一般会計（観光施設事業等分） 

基金特別会計（公営事業会計分）  

連結 

澱川右岸水防事務組合 (公財)京都伝統産業交流センター 

桂川小畑川水防事務組合 (公財)京都高度技術研究所 

淀川木津川水防事務組合 (株)京都産業振興センター 

京都府後期高齢者医療広域連合 (公財)京都市障害者スポーツ協会 

関西広域連合 (公財)京都市健康づくり協会 

京都市土地開発公社 (福)京都社会福祉協会 

京都市住宅供給公社 (福)京都福祉サービス協会 

(財)京都市環境事業協会 (公財)京都市景観・まちづくりセンター 

(公財)京都市国際交流協会 京都御池地下街(株) 

(公財)大学コンソーシアム京都 京都醍醐センター(株) 

(公財)京都市埋蔵文化財研究所 (一財)京都市都市整備公社 

(公財)京都市ユースサービス協会 (公財)京都市都市緑化協会 

(公財)京都市男女共同参画推進協会 京都シティ開発(株) 

(財)京都市立浴場運営財団 (一財)京都市防災協会 

(公財)京都市体育協会 京都地下鉄整備(株) 

(公財)京都市音楽芸術文化振興財団 (一財)京都市上下水道サービス協会 

(公財)京都市芸術文化協会 (公財)京都市生涯学習振興財団 

(公財)京都市森林文化協会 独立行政法人京都市立病院機構 
 (公財)きょうと京北ふるさと公社 独立行政法人京都市立芸術大学 

   ※ 団体の名称は，平成 26年 3月現在 



 

※１ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。 

※２ 市民一人当たりの換算には，年度末の推計人口を用いています。 
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３ 財務書類 

（１）貸借対照表 

 市全体 連結 普通会計 

資産  

5 兆 1,574 億円 

【1.38】 

うち有形固定資産 

4兆 9,038 億円 

【1.57】 
 

5 兆 2,754 億円 

【1.42】 

うち有形固定資産 

4兆 9,831 億円 

【1.60】 
 

3 兆 7,259 億円 

うち有形固定資産 

3兆 1,159 億円 
 

負債 
2 兆 5,125 億円 

【1.69】 

2 兆 5,840 億円 

【1.74】 
1 兆 4,893 億円 

純資産 
2 兆 6,449 億円 

【1.18】 

2 兆 6,914 億円 

【1.20】 
2 兆 2,366 億円 

  【 】は，普通会計の同科目の額に対する倍率 

  ○ 市全体では，資産合計は，５兆１，５７４億円，負債合計は，２兆５，１２５

億円，負債比率（＝負債合計÷資産合計）は，４８．７％となっています。市民

一人当たりに換算すると，資産合計は，３５１万２千円，負債合計は，１７１万

１千円となっています。 

○ 連結では，資産合計は，５兆２，７５４億円，負債合計は，２兆５，８４０億

円，負債比率は，４９．０％となっています。市民一人当たりに換算すると，資

産合計は，３５９万２千円，負債合計は，１７５万９千円となっています。 

○ 市全体及び連結では，水道事業，交通事業など大きな設備投資を必要とする事

業を多く含んでいることから，普通会計に対する有形固定資産や負債の額の倍率

が，他の科目よりも，高くなっています。 

 

（２）行政コスト計算書 

 市全体 連結 普通会計 

経常行政コスト 8,671 億円 1 兆 228 億円 5,524 億円 

経常収益 
2,746 億円 

（31.7％） 

3,707 億円 

（36.2％） 

330 億円 

（6.0％） 

純経常行政コスト 
5,925 億円 

（68.3％） 

6,521 億円 

（63.8％） 

5,194 億円 

（94.0％） 

   （ ）は，経常行政コストに対する割合 



 

※１ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。 

※２ 市民一人当たりの換算には，年度末の推計人口を用いています。 
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○ 市全体では，経常行政コストは，８，６７１億円，経常収益は，２，７４６億

円，行政サービス受益者負担率（＝経常収益÷経常行政コスト）は，３１．７％

となっています。市民一人当たりに換算すると，１年間に５９万円の行政サービ

スを受け，その対価として，１８万７千円支払い，残りの４０万３千円は市税等

を財源とした公的負担で賄ったことになります。 

○ 連結では，経常行政コストは，１兆２２８億円，経常収益は，３，７０７億円，

行政サービス受益者負担率は，３６．２％となっています。市民一人当たりに換

算すると，１年間に６９万６千円の行政サービスを受け，その対価として，２５

万２千円支払い，残りの４４万４千円は市税等を財源とした公的負担で賄ったこ

とになります。 

○ 市全体及び連結では，水道事業，交通事業，社会保険事業など受益と負担の関

係が明確な事業を多く含んでいることから，普通会計と比べ，行政サービス受益

者負担率が高くなっています。 

 

（３）純資産変動計算書 

 市全体 連結 普通会計 

期首純資産残高 2 兆 6,661 億円 2 兆 7,080 億円 2 兆 2,570 億円 

当年度純資産 

増減額 
△212 億円 △166 億円 △204 億円 

期末純資産残高 2 兆 6,449 億円 2 兆 6,914 億円 2 兆 2,366 億円 

 

○ 市全体では，純資産は，前年度に比べて，２１２億円減少し，２兆６，４４９

億円となっています。市民一人当たりに換算すると，純資産は，１８０万１千円

となっています。 

○ 連結では，純資産は，前年度に比べて，１６６億円減少し，２兆６，９１４億

円となっています。市民一人当たりに換算すると，純資産は，１８３万３千円と

なっています。 

 

  

 

 

 

 



 

※１ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。 

※２ 市民一人当たりの換算には，年度末の推計人口を用いています。 
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（４）資金収支計算書 

 市全体 連結 普通会計 

当年度資金 

増減等額 
△18億円 20 億円 4 億円 

期首資金残高 350 億円 578 億円 63 億円 

期末資金残高 333 億円 598 億円 67 億円 

 

  ○ 市全体では，資金が１８億円減少し，期末資金残高は３３３億円となっていま

す。 

○ 連結では，資金が２０億円増加し，期末資金残高は５９８億円となっています。 

 


